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以上のとおり訂正いたします。
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184第23条文中の「21,000万

連応が、国家簿債の限度額吉で毒者に対し袴債するものとする．

側第1項及び第2項の規定は、披書者が、連邦共和国基本法第116条第1項

にいうドイツ人でなくかつ、本法の運用嘩仁居住している場合には適用され

ない。但し、事故弓において技害者の国蒔国の法律が、西翌法と比較してその

性質、範囲及び金護について同等の跨償を規定している場合毎はこの限りでは
ない．

＝●

側第1項及び第2項に基づく汚求は、連邦当局に提起しなければならない．こ

の猪求擢は、外国法又は国際注に基づく缶客藍憤に関する当局の決定力霊定し
た日から3年の経過仁より消澤する．

｢7,000万（銀）
一

兀」

誤 正

p、 110別紙1中の「大阪原発」

荏最砦羅詳)56の

(省略）

学力淫8
第38条

－

｢第31条費

(注)57の「西ドイツ原

連邦による補償」

(省略）

｢大飯原発」

｢第31条責任最高限度」
(1)バリ灸釣及びこれを請完する露25集第1項、第2項及び第4項が適用され
る原子力施鐙の運営者の雇償受任は、これを舞詞悪とする．

第25条第3項の規定による場合は、運営者の跨償責任は、国宝補償の限度
額とする．

②他の国において損書力霊生した場合の、康子力旋鐙運言者の跨償責任の限度
鋲は次のとおりとする．

1．パリ灸約の裾約国であって、1982年11月16日姪定書に定める手綴屋よりブ
ラブセル猫足灸約が旋行されている国鍾ついては3ESDR

2．パリ条釣の誇釣国であって、1964年1月濁日の窒定害に定める手渓健より
ブラッセル祷足条約力鍾行されている国については1筐2，噸万SDR
3．その他の国については1，知万S”

原子力率故の発生時健おいて、撮客発生国の圏係法に基づき西些に対し運用
される匿償責任の規定が､､本条第 1項屋定める責任と同等の性黄、範題及び金

額である場合は、震度責任の限度篭を定める前段の規定は適用されない．

(3)略

｢西ドイ
第38条

ツ原子力法
連邦による補償」

u）この注律が適用される唾において、原子力率故匡より掻害を受けた者が、

そのような直子力事故に対し適月されるべき他のパリ灸約跨約国の陸律に基づ

いて暗償を受けることができない次の場合においては、連邦が国家苗度の限度
額宝でを補償するものとする．

1．扇子力事故が、パリ灸約の非跨約国の領壊内で発生した場合

2．撹寄が、種闘行為、歎対行墨、内乱、暴動又は異意かつ巨大な目震災客に
面接起因する原子力事故によって軍き起こされた場合

3・園子力事故の発生時において適用されるべき法が、核勃質輸送中に生じた
原子力事故による揖寄に対する責任を規定していない場合

4．逼用される法が、原子力施没内の他の放射轍諏から放出される電薫放射嫁

により損害が生じた場合であって、運富者の賢任を規定してない場合

5．運用されるぺ色笙が、本法より短い泊滋辱効又は除斥頚間を規定している
場合

6．補償に用いられる資金が、国の簿債限度額を下回っている場合

(2)外国法又は国際匿定の規定に基づさ本法の運用地竣に所在する壷者健対し
損害が跨償される場合、

もし、その鱈償の内容が、もし本笙が適用されたとすれば銭害者が得たであ

ろう琵償庭比較して、その性質、範囲及び金麺からみて著しく不十分であると
きば、
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b・結果発生地説

結果発生地説は損害の発生した場所をもって不法行為地とするもの
である。(20)

る不法行為によるものである。

したがって，上述による類型説では，A国の法律が適用され，我が

国の原賠法は適用されないこととなる｡また,A国にたとえ，我が国
の原賠法と類似の法律が在ったとしても，それはA国の原子力施設等
に対してのみしか適用されない可能性が高いから結局我が国の民法と
類似した一般法が適用されることとなる。したがって，その一般法が
無過失責任制度を採用していなければ,被害者が加害者の故意又は過
失を立証しなくてはならないこととなる。なお，原子力施設の在る国
においては，無過失責任を定めた特別法が在る可能性は高い。
したがって，原子力損害については，上述による類型説は，疑問で
あり，行動地をして不法行為地とした方が被害者保護の見地からすれ
ば，妥当であると考えられる。なお，行動地をして不法行為地とした
場合，我が国の法律が適用されるが，具体的には，原賠法が適用され
ることになる。

(ii)A国で訴が提起されたとき
A国の国際私法により，準拠法が決定されるが，不法行為地主義又
は折衷主義が採られているときには,(i)我が国で訴が提起された
ときと同様である。

この従来の二つの説に対して最近では，次のような批判がある。
もともと不法行為地なるものは，その決定が必ずしも容易であると限
らず，また,容易に決定せられ得るときも，それは偶然的な意味しかも
っていないことが少なくなく，今日における不法行為事件の多様性に鑑
みると，例えば，自動車事故，公害，労働災害，不正競業，夫婦間の不
法行為等のごとき異種類の事項に関する諸問題を，単一の規則によって
解決するのは，あまりにも一律的ないし磯械的にすぎるし，実際に，近
時における諸国の裁判所の取扱いを見ても，それらを全て一律に解決し
ているものとは言い難い．(21》

近時においては，全ての不法行為につき，画一的，一律的に不法行為
地を決定するのではなくj不法行為の種類，類型ごとに行動地または結
果発生地を不法行為地と解する類型説が有力である．(22)
類型説では，一般に，諸国においてなお過失責任の原則によって支配
されていることを通常とすると見られる個人間のいわば偶発的な日常の
不法行為についての不法行為地は行動地であり，諸国において既に無過
失責任の原則によって支配されていることを通常とすると見られる危険
性を持つ企業施設による不法行為についての不法行為地は結果発生地であるとされている。(23)
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(c)執行

我が国で訴を提起し，判決を得れば'それにより執行できる。
しかし,A国で訴を提起し判決を得ても，それがそのまま効力を認め
られるわけではない。A国の判決が我が国において効力が認められるに
は民事訴訟法第200条の要件が具備されている必要がある。(25)
そして,A国判決により執行するためには’民事執行法第24条による
執行判決を得なければならない．（26）
(2)A国の原子力施設の事故により我が国に居る私人が損害を受けた場合

以下，上述による類型説を基に検討する。
i)我が国で訴が提起されたとき（

我が国の法例は，折衷主義を採用している。

法例第11条第1項にいう「原因ダル事実ノ発生シタル地」というの
は，不法行為地のことである。（24）

原子力施設の事故による損害は，正に無過失責任の原則によって支
配されていることを通常とすると見られる危険性を持つ企業施設によ

裁判管轄権

A国と我が国に裁判管轄権は在ると考えられる。
(a)

－121－－120－ I












































































